













































は，既に述べてきた1855年 6 月 9 日のヤキマ族条約
336）
（以下，「本件1855年条約」
という。）に基づいて設立された保留地である。同条約第 3 条は，「……〔第 2











































































































































































342）　See generally, Bilodeau, supra note 193; Ralph W. Johnson, The State Versus Indian Off─
Reservation Fishing: A United States Supreme Court Error, 47 WASH. L. REV. 207 （1972）; 


































































































































































　Washington I 判決が出された翌年に合衆国高裁判所は，Antoine 判決
360）
（Ⅰ
















































































































































































































































































慣例的な漁場を回遊するシロガネダラの捕獲し得る余剰分の 2 分の 1 の権利
を付与される。さらに，FCMA は，NFMS が漁業資源の保護とその管理に
ついて策定する場合，「有効な最善の科学上の情報」にその根拠を置かなけ
























































































































































































































see, e.g., Bethany R. Berger, Justice and the Outsider: Jurisdiction overNonmembers in Tribal 
Legal Systems, 37 ARIZ. ST. L.J . 1047 （2005）; Bethany R. Berger, “Power over This 
Unfortunate Race”: Race, Politics and Indian Law in United States v Rogers, 45 WM. & MARY 
L. REV. 1957, 2046─49 （2004）; Laurie Reynolds, “Jurisdiction” in Federal Indian Law: 
Confusion, Contradiction, and Supreme Court Precedent, 27 N.M. L. REV. 359, 377─80 （1997）; 
David H. Getches, Conquering the Cultural Frontier: The New Subjectism of the Supreme 
Court in Indian Law, 84 CAL. L. REV. 1573, 1596─617 1996）; Philip P. Frickey, Marshalling Past 

































391）　Montana 判決を批評する論稿として，see, e.g., Alex Tallchief Skibine, The Court’s Use of 
the Implicit Divestiture Doctrine to Implement Its Imperfect Notion of Federalism in Indioan 
Country, 36 TULSA L.J. 267 （2001）; N. Bruce Duthu, Implicit Divestiture of Tribal Powers: 













































































































































































































































































































































































































































417）　See generally C. Jarrett Dieterle, The Lacey Act: A Case Study in the Mechanics of 
Overcriminalization, 102 GEORGETOWN L.J. 1279 （2014）; Kenneth B. Meyer, Note, Restitution 
and the Lacey Act: New Solutions, Old Remedies, 93 CORNELL L. REV. 849 （2008）; Robert S. 





止した合衆国法律集第16編第337条第 a 項第 1 号および同第3373条第 d 項第
































1983））（以下，「Lower Brule Sioux Tribe 判決」という。）で認められたところであ
る。従って本件被告人は，本件保留地の境界内で漁業に従事したのである。































































































427）　Id. at 738─40. See generally Michael C. Blumn & Brett M. Swift, The Indian Piscary Profit 
and Habitat Protection in the Pacific Northwest: A Property Rights Approach, 69 COLO. L. 
REV. 407 （1998）; Charles F. Wilkinson & John M. Volkman, Judicial Review of Indian Traty 
Abrogation: “As Long as Water Flows, or Grass Grows Upon the Earth” ─ How Long a 
Time Is That, 63 CALIF. L. REV. 601 （1975）.







































































































































































































る。〕と定められている。しかし，同時に一般法律第280号〔第 2 条第 b 号
（合衆国法律集第1162条第 b 項）〕 は， 「本条 〔第 2 条〕 のいかなる規定も……
個々人のインディアン又はインディアンの部族，バンド若しくはコミュニテ
ィーから，狩猟，トラッピング若しくは漁業又はそれらの統制，許可若しく
は規制に関する連邦の条約，合意又は法律によって付与された全ての権利，
特権若しくは免除を剝奪するものではない。」旨を規定している。この規定
は，その文面上何らの限定をも設けてはおらず，連邦条約によって保障され
た狩猟，トラッピングおよび漁業の権利を保護している。一般法律第20号が
施行されたのは，1954年であり，それは本件1954年法が施行された約 7 年前
のことである。
　一般法律第280号が施行された1954年当時，メノミニー保留地は，いまだ
一般法律第280号にいう「インディアン・カントリー」であった。 2 つの法
律を併せて解釈したならば，連邦による部族の管理は終了し，全ての部族財
産は新たな手に渡ったが，本件1854年条約で承認ないし保留された狩猟権お
よび漁業権は，本件1954年法に先立つのである。かかる解釈は，立法史を通
観した場合，全ての「立法計画」（regislative plan）に見合った解釈というこ
とができる。すなわち本件1954年法は，「インディアンとしての地位の故に
インディアンに影響を与える全ての合衆国の制定法は，部族構成員に適用さ
れない」との規定（第10条）は，明らかに連邦の管理終結に言及するもので
ある。ここにいう「制定法」なる文言は，条約が念頭に置かれていないとい
う説得力ある証拠である。本件1954年法制定の際にワトキンス（Watokins）
上院議員は，「法案は，何らインディアンとの条約上の義務を侵害するもの
ではない。」と述べている（100 Cong. Rec. 8538）。合衆国議会が，明確な言及
なくして，条約で付与された財産権を破壊することによって合衆国を補償請
求に服せしめようとしたものであると解することは困難である。このこと
は，特に合衆国議会が本件1954年法によってインディアンに対する連邦政府
の財政上の義務を安定させることを意図した場合に当てはまると言えよう。
52　　創価ロージャーナル第10号
従って請求裁判所判決は，支持される
440）
。
440）　Id. at 408─13.
